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全国大学高専教職員組合 賃金・労働条件部

国立大学教員の賃金は

～本給表の国私間比較の試み～

本の大学教員の賃金水準について、公務員給与制度をベースとした賃

金体系が設定されてきた国公立大学と、各学校法人が独自の賃金体系

を構築してきた私立大学との間に格差があり、国公立大学教員の賃金水準は

私立大学教員と比較して低い水準にあるのではないかとの認識は、以前から

一定の広がりをもって存在してきた。

　日本の国家公務員及び地方公務員の給与は、人事院勧告及び人事委員会勧

告の制度により、民間賃金との均衡を旨として定められるのが大原則となっ

ている。非公務員化された国公立大学を設置する国立大学法人及び地方独立

行政法人においても、職員の賃金体系の決定にあたっては、関係法令に「社

会一般の情勢に適合」（独立行政法人通則法（旧法）第63条第3項、地方独

立行政法人法第57条）、「国家公務員の給与等、民間企業の従業員の給与等…

を考慮」（独立行政法人通則法（新法）第50条の10第3項）とあるとおり、

民間賃金及び民間賃金との均衡を大原則とした（国家・地方）公務員賃金を

参照基準とすることが求められている。もし、特定の職種において民間との

間に無視できない程度の格差が存在していたとすれば、こうした公務員給与

や（地方）独立行政法人（国立大学法人を含む）職員給与の決定原理に反す

る事態が生じていたことになる。

　また、現実に単一の労働市場を形成している同業種・同職種との間で賃金

 はじめに

日

【表1～表7】については、88ページ以降に掲載しています　

「社会一般情勢」に適合しているか
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水準に格差が存在していれば、賃金以外の待遇でこれを補って余りあるよう

な条件を保障するのでないかぎり、人材確保に困難を伴うことになる。現に、

国公立大学教員の賃金水準が低位にあるとの認識とともに、それが私立大学

への人材流出につながる大きな要因であるとの認識も、以前から存在してき

た。国公立大学教員の賃金体系が人材確保に支障をきたすようなものになっ

ているとすれば、大学の経営上も、また大学に求められる公共的使命を充分

果たす上でも重大な問題である。

　以上のことから、国公立大学教員と私立大学教員の賃金体系に実際に格差

があるのか、あるとすればどの程度の、どのような特徴をもった格差なのか、

その実態を明らかにすることは重要な課題だと考えられる。

　しかし、国公立大学教員と私立大学教員の賃金体系の比較を行う上で充分

な統計資料が作成・公表されていないこと、国公立大学のうち教員数で多数

を占める国立大学については国家公務員の給与制度を引き継いだ関係で地域

給を除けば全国的にほぼ共通の賃金体系である一方、私立大学の賃金体系は

千差万別であることから、実態を明らかにする作業は必ずしも容易ではなく、

これまで充分に行われてきたとはいえない。

　本稿では、国公立大学、私立大学のいずれにおいても賃金体系の中軸を占

めている本給について、各地の私立大学教職員組合がまとめた各私立大学の

本給表の資料をもとに、国家公務員教育職俸給表（一）及びこれを基に国立

大学協会が日本人事行政研究所に委託のうえ作成、提供している「参考俸給

表」を全国立大学法人で使用している国立大学の本給との水準比較を行うこ

とで、賃金格差の実態の一端を明らかにすることを試みる。

※なお、公立大学教員については、法人化以前は地方公務員制度のもとで国

家公務員教育職俸給表(一)に準じた本給表による賃金体系であったところ、

法人化後もこれを基本的に維持しているケース、年俸制導入などによって独

自の賃金体系に移行したケース等があり、現状は国立大学教員の賃金体系と

必ずしも同一視できない面があるが、本稿ではひとまず国公立大学のうち国

立大学教員の本給を代表的なものとして扱って私立大学との水準比較を行う。
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（1）人事院の民間給与実態調査
　i）人事院の民間給与実態調査の性質と、各俸給表改定との関係
　人事院は、国家公務員法の情勢適応原則に基づいて一般職の国家公務員の

給与を民間企業の同等業種、同等職種の賃金と均衡させる形で改定する勧告

を行うための資料として、毎年5～6月頃に地方自治体の人事委員会と合同

で「職種別民間給与実態調査」を実施し、当年4月の月例給与と、前年冬季

及び当年夏季の一時金の支給実態を調べている。調査対象は企業規模50人

以上かつ事業所規模50人以上の事業所で、2015年調査の場合、対象事業所

数約54,900のうち12,311事業所を層化無作為抽出し、そのうち調査を完了

できた10,649事業所の給与支給実態が集計されている。対象職種は76職種

で、大学教員もこれに含まれている。

　しかし、この人事院の調査によって把握された大学教員の賃金実態に基づ

いて、国家公務員において大学に相当する教育機関の教員に適用される俸給

表である教育職俸給表（一）の改定が行われるわけではない。一般職の国家

公務員に適用される19種類にわたる俸給表のうち、人事院勧告で官民比較

に基づく給与改定を行う対象とされているのは、現在、一般行政事務を行う

職員等に適用される行政職俸給表（一）のみとなっているからである。民間

給与実態調査のうち事務、技術関係職種の調査結果と、人事院が同時期に実

施する国家公務員給与実態調査のうち行政職俸給表（一）の調査結果との較

差が、人事院勧告において給与改定を行う根拠とされ、人事院勧告の直接の

対象となる一般職給与法適用職員以外に700万人以上の労働者の賃金水準に

影響を与える、いわゆる「官民較差」の内実である。

　教育職、研究職、海事職、医療職などの俸給表については、行政職俸給表

（一）の改定内容（職務の級ごと、また適用される年齢層ごとの改定率など）を

当てはめて改定されているのみで、これらの職種についての民間給与実態調

査の結果は、参考資料として扱われているにすぎない。（ただし、一部の俸給

 １.国立大学教員と私立大学教員の賃金水準に
 かかわるさまざまな統計資料
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表（特に医師に適用される医療職俸給表（一））について、人材確保などの必

要性から行政職（一）の改定と異なる扱いが行われることがある。）

　なお、1974年以前の人事院勧告では行政職(一)、(二)、海事職(一)、(

二)、研究職、医療職(一)、(二)、(三)、教育職(一)、(二)の10職種によ

る総合比較が行われていたが、これも対象職種全体で官民較差を決定するも

ので、個々の対象職種ごとの民間給与実態調査の結果に基づいて個々の俸給

表の改定が行われていたわけではない。1975年以降行政職(一)(二)のみ

（2004年以降は行政職(一)のみ）での官民比較で人事院勧告が行われるよう

になった理由は、人材確保法により義務教育諸学校教員等について俸給表の

水準の改善が行われたこととの関係だとされている。

　ii）民間給与実態調査に示される私立大学教員賃金
　毎年の民間給与実態調査報告書から、大学教員に係る職種に係るものを次

節で採り上げる学校教員統計調査とほぼ時期を合わせた3年おきに書き出し

たものを【表１】に示す。（ただし、本稿での教員本給についての検討対象と

していない「大学学長」「大学学部長」については割愛した。なお、毎年の人

事院勧告の参考資料にも基本的に同内容のものが示されている。）

　まず、この調査では国公立大学教員の給与実態は示されていない（国家公

務員給与実態調査の対象ともならない一方、民間給与実態調査にも「政府機

関及びその関係機関」「地方公共団体及びその関係機関」を調査対象外として

いるため含まれない。逆にこのことから、民間給与実態調査の大学教員関係

職種は私立大学のみを対象とした調査結果を示しているといえる）ことから、

この資料のみから国公立大学教員と私立大学教員の賃金格差を検討すること

はできない。

　また、各年次の調査結果のばらつきが極めて大きいことが見てとれる（表

１で言えば、2014年調査の大学教授とそれ以前の各年次の給与額、2008年

と2011年の大学助手の給与額など）。このことは、民間給与実態調査が抽出

調査であり、調査を行った私立大学の数が限られている（調査結果の「大学

学長」の数を調査対象の大学数とみなすと、各年次において毎年、おおむね
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20～50程度の私立大学を調査しているものと推定される。）ために、当該年

次で調査対象となった個々の私立大学の賃金水準に調査結果が大きく影響さ

れてしまうことを窺わせる。

　以上の点から、人事院の民間給与実態調査の大学教員関係職種のデータか

ら私立大学教員の賃金水準について国公立大学と比較するための手掛かりを

つかむことはかなり困難である。また、私立大学教員の賃金水準自体が上昇

傾向にあるのか、低下傾向にあるのかも明確にはつかむことができない。

　このように、人事院自身が給与勧告の内容を決定するための官民比較の

データとして利用しておらず、参考として調査しているにすぎない民間給与

実態調査の大学教員関係職種のデータは、残念ながら国公立大学で大学教員

の賃金水準・賃金体系を検討するための参考資料としてもあまり有用といえ

るものにはなっていない。

（2）学校教員統計調査
　学校教員統計調査は学校教育法に規定する学校すべてを対象として教員の

構成並びに個人属性、職務態様及び異動状況を調査するもので、統計法によ

る基幹統計調査として3年に一度、10月1日現在の状況が悉皆調査されるも

のである。

　個々の教員の属性等を尋ねる「教員個人調査」の調査項目の中に、調査時

点での職名、年齢等とともに給料月額（諸手当や調整額を含まない本俸）を

記載する欄があり、これをもとに「給料月額別職名別本務教員数」という統

計表が作成され、学校種ごと、かつ設置形態ごとに、職名別の平均給料月額

や給料月額の階層別教員数が公表されている。

　このうち国立大学と私立大学の職名別平均給料月額を統計表から書き出し

たものを【表２】に示す。国立大学法人化前の最後の調査である2001年調

査から直近の2013年調査までを示した。また、学校教員統計調査は1968年

から実施されているものであるが、現在と同様の形の統計表が公表されてい

るもので最も古い1974年調査についても参考に示した。

　この調査は、国立大学、私立大学とも同一基準で行われ設置形態別の統計
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表が公表されていることから、国立大学、私立大学間の比較に活用できる。

また悉皆調査であることから、人事院の調査におけるような少数の標本調査

ゆえの結果のばらつきを免れている。ただし一方で、調査対象があくまで本

俸のみであるため、本俸と諸手当の構成比率が国立大学、私立大学間で異な

るなどして、実際に教員に支給される賃金の実態とは一定のズレが生じてい

る可能性があることに注意する必要がある。

　時系列でみると、まず直近の2013年調査は、国家公務員給与臨時特例法に

準じた自主的な措置を講じるよう求めた政府の要請やそれを前提とする人件

費相当の運営費交付金減額措置への対応として、すべての国立大学法人で本

俸を含む賃金の臨時減額が行われていた時期に当たっており、その影響で特

に減額率の高かった教授と准教授を中心に国立大学教員の給料月額が極度に

低下し、私立大学のそれとの格差が甚大になっていたことが読み取れる。

　それ以前の年次においては、特に国立大学の教授の給料月額が年々低下し、

私立大学のそれとの比でも顕著な低下をみていることが見てとれる。私立大

学教授の方が平均年齢が高く、給料月額の差のうち一定の部分はこの点から

も説明が可能であるが、給料月額の格差が拡大していることの説明は平均年

齢の違いからは不可能である（むしろ平均年齢の差は縮小している）。

　教授以外の職についてみると、准教授（2004年調査以前は助教授）及び講

師についても、教授ほど顕著ではないが国立大学の給料月額の相対的低下

（平均給料月額の私立大学比の低下）がみられる。助教及び2004年調査以前

の助手については逆に国立大学の方が平均給料月額は高い結果が出ており、

私立大学との助教ポストの位置付けの違いを反映していると考えられるが、

その差は年々縮小しており、ここでも国立大学の給料月額の水準が相対的に

下がっていく傾向が見てとれる。2007年調査以降の助手については、国立

大学と私立大学で在職実態（教員数、平均年齢など）が大きく異なっており、

給料月額の単純な比較は困難である。

　以上のように、給料月額（本俸）という限定的な範囲ではあるが、学校教

員統計調査という悉皆的かつ時系列的な比較が可能なデータから、国立大学

教員の賃金（少なくとも本俸）が私立大学教員のそれと比べ、教授から助教
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までの各職位に共通して相対的に低下する傾向がみられること、特に上位の

職位（教授など）に行くに従って国立大学教員賃金の私立大学と比べた相対

的地位が低まっていることが少なくとも読み取れる。

　なお、参考に示した1974年調査のデータからは、過去には国立大学の本給

が私立大学と比べ全般的により高い水準にあったことが読み取れる。実際、

1974年3月1日に越智勇一日本学術会議会長が文部大臣宛に「私立大学教職

員の待遇改善について」申入れを行い、そこでは「（私立大学）教職員の待遇

は国公立大学教職員と比べて概して低い状況におかれていることは人事院調

査などでも知られております」とされていた。また、翌1975年7月7日付

けの伏見康治同会議会長代理名の人事院総裁宛申し入れ「国立大学教官並び

に研究公務員の待遇改善について」では、「大学教員については、概して公務

員給与先導型であることからして、その思い切った給与引き上げは、私立大

学教員の待遇改善にも当然に好影響を及ぼすものと考えられ、また、好影響

をもたらすように積極的に措置することが必要である」とされた。このよう

に私立大学教員の低待遇こそが学術界全体で政府機関に解決を働きかける課

題とされた時代があったことには隔世の感があるが、一方で、人事院勧告制

度に対して単に公務員給与を適正な水準に保つだけでなく、多様な職種の労

働者の待遇を改善していくことに資する政策的役割が期待されていたことは、

現在の私達に対しても示唆的である。
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（1）比較の基となるデータ
　各地の私立大学の教職員組合の連合体では、賃金・労働条件及び教育研究

条件の改善を進めるための資料として、連合体に加盟する各大学の教職員組

合からの情報提供に基づき、各大学における本給、諸手当など賃金の最新状

況、その他労働条件、教育研究条件に関する制度内容や合意事項等をまとめ

た資料集を刊行している。

　本稿では、2014年度の調査結果をまとめた資料集を入手できた首都圏、東

海地区、京滋地区の私立大学のうち、教員の職位別、年齢別の賃金額を示し

た賃金表を同資料集に掲載している63大学の給与表について、これを単純

に平均することで、私立大学の多くが立地する三大都市圏の大小さまざまな

私立大学における教員賃金の模式的なデータを作成した。【表５】

　なお、63大学は次のとおりである。

慶応大、専修大、中央大、東洋大、日本大、法政大、明治大、立教大、

早稲田大、関東学院大、上智大、青山学院大、神奈川大、国士舘大、

桜美林大、作新学院大、城西大、尚美学園大、大東文化大、拓殖大、

東京家政学院大、東京経済大、東京女子大、独協大、二松学舎大、

日本体育大、武蔵野大、武蔵野美術大、和光大、成蹊大、文化学園大、

杏林大、工学院大、湘南工科大、東邦大、明治薬科大、神奈川工科大、

芝浦工業大、昭和薬科大、東京電機大、東京立正短大、名城大、愛知大、

日本福祉大、中京大、愛知工業大、大同大、愛知学院大、名古屋芸術大、

桜花学園大・名古屋短大、東海学園大、四日市大、愛知淑徳大、

人間環境大、京都経済短大、京都光華女子大、京都産業大、京都女子大、

京都嵯峨芸大、京都橘大、立命館大、龍谷大、関西大

　また、資料の提供に協力いただいた東京地区私立大学教職員組合連合、東

海地区私立大学教職員組合連合、京都私大教職員組合連絡協議会、京滋地区

私立大学教職員組合連合に謝意を表したい。

 ２.給与表データによる賃金水準比較の試行
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（2）比較の方法
　比較対象として使用する私立大学教員の賃金表（63大学を単純平均した模

式データ）は、年齢を縦軸、職位を横軸にとり、年齢、職位ごとの標準的な

賃金月額を示したものである。ただし、これはあくまで標準的な賃金月額で

あり、採用及び昇任時の年齢、採用前の職務経験などによって、賃金実態は

標準どおりとはならない場合がある。実際に、たとえば『首都圏私大の賃金

及び教育・研究・労働条件（2014年）』を引くと、賃金表に関し「各私大の

昇給・昇格規定に基づき、最短で昇格した場合のモデル賃金表」であること、

「教員の賃金表については、マスター卒（24歳）を基準にし」ていることが

明記されている。国立大学の本給との比較にあたっては、これと条件が等し

くなるように行う必要がある。

　ほぼすべての国立大学で常勤教員に共通して適用されている国家公務員の

教育職俸給表（一）に準じた国立大学協会の参考給与表においては、職務の

級は職位と原則として連動しており（5級＝教授、4級＝准教授、3級＝講師、

2級＝助教。なお、国家公務員の教育職俸給表（一）は旧1級（教務職員）

が廃止され、2級から5級までがそれぞれ繰り上がって1級から4級となっ

ており、さらに省庁別大学校の副校長等に適用するための新5級が創設され

ているので注意が必要である）、級に格付けするための必要経験年数（講師

3級＝4年制大卒後6年、准教授4級＝同9年、教授5級＝同16年）を充

たさない場合を除き、職位に対応した職務の級に格付けされる。号俸につい

ては、人事院規則９－８（初任給、昇給、昇格の基準）及び関連する人事院

通知に基づいて決定されるが、さきに述べた「マスター卒（24歳）」と同等

になる「修士課程修了」で大学の助教に採用された場合の初任給は、人事院

規則9-8別表第二のリにより、教育職（一）1級13号俸（国大協参考俸給表

では2級13号俸）である。その他、同規則の在級期間表などを適用すると、

【表３】及び【表４】のとおり、「マスター卒（24歳）」を振り出しに最短で

昇格し、標準的な昇給を続けた場合の国立大学教員におけるモデル賃金表が

作成できた。

　これを前項の【表５】と比較することにより、国立大学教員の本給の標準
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的な賃金体系と、私立大学教員のそれとの間で基本的に同等の条件で比較を

行うことができる。

　ただし、私立大学の賃金表については「第二基本給的な調整手当」（前掲

『首都圏私大の賃金及び教育・研究・労働条件』）等を加算後の額であるもの

や、地域給を加算後のものであるものが含まれている。国立大学教員の場合、

ここでいう「第二基本給的な調整手当」に相当するものとして、「俸給の調整

額（いわゆる大学院担当手当）」が考えられるので、比較結果の検討にあたっ

ては、【表３】【表４】の国立大学教員のモデル賃金はあくまで本給のみであ

り、「俸給の調整額」や「地域手当」が含まれていないことに注意を要する。

（3）比較の結果
　【表６】及び【表７】に示したとおり、入手できた63私立大学の年齢・職

位別賃金表の平均額と国立大学教員の本給との単純比較においては、すべて

の職位、年齢において私立大学が国立大学を上回った。

　その中でも、初任給付近においては比較的差が小さい（後述する調整額、

地域手当等の点を考えれば国立大学の方が高い可能性もある）一方、中高年

層において非常に差が大きい（特に、中高年で准教授以下の職位に在職する

場合の差がきわめて大きい）ことが明らかである。

　これは、第2節で示した学校教員統計調査の統計表に基づいた国立大学教

員、私立大学教員の平均給料月額の比較と比べても、全体的に相当大きな「格

差」になっている。このことは、前項の末尾で述べたとおり、「俸給の調整額

（大学院の授業担当又は学生の指導を行う場合（調整数２）で本給月額の約

6～7％程度の定額）」や地域手当支給対象地域における地域手当が、【表３】

【表４】の国立大学教員のモデル賃金には含まれていないことの影響によるも

のと考えられるので、【表６】【表７】にあらわれた「格差」を評価する上で

は、この点を割り引いて行う必要がある。

　しかし、「俸給の調整額」や「地域手当」は対象となる教職員全員に定額ま

たは定率で支給されるものであるから、これらを考慮することで「格差」の

程度が若干縮小することはあっても、「格差」の構造、つまりキャリアの長い
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節で行った本給表による水準比較から、全般的にみて私立大学（少なく

とも三大都市圏に所在する私立大学のうち相当数の大学）の平均的水準

と比較して国立大学教員の本給の水準が低位にあること、特にキャリアの長

い中高年齢層では相当な賃金格差が生じている可能性が高いことが示唆され

た。

　あくまで「示唆」というに留めたのは、本来賃金比較は給与支給実態の調

査によって行われるべきところ、１節で述べたとおり、国立大学と私立大学

の給与支給実態を比較するに足る統計資料が得られていないためである。国

立大学教員に社会情勢準拠の点からも人材確保の点からも適正な給与を支払

うためには、労働条件の共同決定の一方の主体であり、国及び国民に対する

説明責任を果たす主体でもある各法人の使用者側こそが、国立大学教員と私

立大学教員の給与支給実態の比較調査を行うことが求められる。

　

　１節で示した学校教員統計調査の時系列データからは、大学教員賃金（少

なくとも本給）の国立、私立間の格差は、近年になって拡大傾向にあったこ

とが示唆される。この格差拡大がどのように生じたのか、過去の年度の人事

院勧告の水準と、私立大学における賃金改定の状況との比較などを通じて検

証することも今後の課題である。

　また、国立大学教員については、2014年度から文部科学省が「国立大学改

革プラン」による「改革加速期間」の取り組みとして、各大学にノルマを設

定させて専任教員の10～20%程度の教員の各大学独自の年俸制賃金体系へ

 まとめと今後の課題

２

中高年層の教員ほど私立大学との比較で相対的に劣悪な賃金水準にあること

は、これらの手当等を考慮に入れても変わるものではない。このことは、国

立大学の教員賃金体系がそなえるべき人材確保の機能のうち、特に人材の定

着という面で憂慮すべき事実である。
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の移行を行わせた。この年俸制による賃金体系が国立大学の人材確保に適し

たものとなっているかを検証するためには、私立大学教員と国立大学教員

（年俸制教員、月給制教員いずれも）との年収ベースでの比較も必要になると

思われる。

　あわせて、「はじめに」の末尾に付記したとおり公立大学教員の賃金水準の

検討も必要である。

　さらに、国立大学を構成する教員以外の職種の職員のうち、事務職員、技

術職員、図書館職員については、法人化前から大学以外の各省庁等との給与

格差の問題が明らかにされ、改善を求める運動が取り組まれてきていたこと、

各法人が毎年度発表する「役職員の給与水準の公表」において対国家公務員

（事務・技術・図書館職員に相当する国家公務員の俸給表である行政職俸給表

（一）適用職員）との比較指標（ラスパイレス指数）が示されていることなど

から、これまでもっぱら対国家公務員での賃金水準の比較と、昇任・昇格の

改善による賃金水準の向上に目が向けられてきた。これは、大学の事務職員

の人材確保面での競争相手として国家公務員、（人事委員会勧告制度などを

通じ、国家公務員とほぼ同等の賃金体系・賃金水準のもとにある）地方公務

員、またこれらと官民均衡していると考えられる民間企業の事務・技術職が

現実に有力である実態も踏まえたものであり、今後も対国家公務員ラスパイ

レス指数の改善（格差の解消）を指標に、賃金改善に取り組む必要があると

考えられる。

　しかし、国公私立大学を通じた大学間競争を考えると、事務職員等につい

ても、私立大学との関係で魅力ある賃金体系を設定し、人材確保をはかる必

要性も出てきていると考えられる。私立大学の多くは事務職員に国家公務員

行政職（一）俸給表とは級の構成などが大きく異なる独自の本給表を適用し

ていること、学校教育法により職位ごとの職務、職責が国公私立共通に規定

されている教員の場合と異なり、職名（たとえば「課長」）と職務・職責の対

応関係が国立大学、私立大学を問わずどの法人でも同一であるとの想定が成

り立たないことから、本稿2節で行ったような方式では国立大学と私立大学
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の事務職員等の間で本給表の水準比較を行うことはできないが、何らかの形

で職員の賃金体系、賃金水準の比較を行うことも、今後の課題である。

　国立大学法人化から12年になるが、この間、国立大学では、「独自の賃金

体系を策定する能力がない」「承継職員に対する退職手当相当の特殊要因運営

費交付金の算定は国家公務員として在職した場合の仮定計算で行われるので、

国家公務員の俸給表や俸給制度から離れると実務面で支障が生じる」などを

理由に、人事院勧告による俸給表を（それを部分的に補った国大協作成の参

考俸給表を含め）自大学の就業規則にそのまま引き写す対応を繰り返してき

た。俸給表そのものを独自体系に移行しなくても、諸手当の改善や昇給・昇

格運用の改善によって賃金水準を改善させることは可能であるが、そうした

取り組みも極めて不十分であった。

　そうした対応の結果、本稿でみてきた教員給与の対私大格差拡大（または

相対的水準低下）の進行、また事務・技術職員の対国家公務員ラスパイレス

指数の低水準での固定化のように、教職員賃金は「社会一般の情勢」からか

け離れ、人材確保に支障をもたらすようなものになってきている。こうした

状況は、国家公務員の地域給の制度設計が地域ごとの生計費の差を根拠とす

る調整手当（最大12％）から地域ごとの民間賃金を根拠とした地域手当（最

大20％）とされ、この改定財源としての本給切り下げが行われてきたことで、

地方大学においてより深刻なものとなっている。

　人事院勧告への準拠のみが社会一般情勢への準拠であるかのような言説が

何をもたらしてきたのか、その内実を問いながら、教職員の賃金体系、賃金

水準の抜本的改善を図る途を探っていくことが、国公立大学の社会的使命を

守り充実させる上でも求められている。
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【表１】人事院民間給与実態調査における私立大学教員賃金（月例給の実支給額）
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【表２】学校教員統計調査における国立及び私立大学教員の給料月額（本給）
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【表３】国家公務員教育職俸給表（一）と国大協参考俸給表に基づいた
　各国立大学の大学教員本給表（2011年人勧（以後2014年まで改定なし））
　（基幹号俸を抽出し、修士修了初任給（24歳）から最短で昇任しかつ年４号給
　昇給した場合のモデル年齢を加えたもの）
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【表４】国立大学の職位、
　　　年齢別モデル本給月額
　　　（表３を組み替えたもの）

【表５】63私大の職位、
　　　年齢別モデル給与月額の平均
　　　（2014年私立大学賃金資料による）



92 全大教時報（Vol.40No.3 2016.8）

【表６】表４と表５の本給・給与
　　　月額の差額

【表７】表４と表５の給料
　　　月額の比（表５を100とする）


